
日頃、ご愛顧頂いておりますお客様へ

資金繰り支援内容一覧

。

①セーフティネット保証4号・5号
セーフティネット保証とは？
経営の安定に支障が生じている中小企業者を、一般 保証（最大2.8億円）とは別枠の保証の対象と
する資金繰り支援制度。 
●セーフティネット保証4号
幅広い業種で影響が生じている地域について、一般枠とは別枠（最大2.8億円）で借入債務の100％を保証。
（売上高が前年同月比▲20％以上減少等の場合） 

●セーフティネット保証5号
特に重大な影響が生じている業種について、一般枠とは別枠 （最大2.8億円、４号と同枠）で借入債務の80％を保証。
 （売上高が前年同月比▲5％以上減少等の場合）

②セーフティネット貸付の要件緩和 
セーフティネット貸付とは？
社会的、経済的環境の変化などの外的要因により、一時的に売上の減少など業況悪化を来しているが、中期的
には、その業績が回復し、かつ発展することが見込まれる中小企業者の経営基盤の強化を支援する融資制度。
【資金の使いみち】  運転資金、 設備資金
【 融 資 限 度 額 】 中小事業 7.2億円、 国民事業4,800万円
【 金 利 】 基準金利：中小事業1.11%、 国民事業1.91％
※令和2年2月3日時点、貸付期間・担保の有無等により変動

新型コロナウイルスの影響が観光や飲食、会場貸しなどの業種に大きな影響を与えて
おりますが、これから本格的に実体経済に影響が出てくると思われます。悪い影響の本番はこれからです。

怪我をして大出血していて、輸血が必要なのに、日赤から決済もらわないと輸血血液出せません、
決済出ても一ヶ月先じゃないと輸血血液出せませんでは死んでしまいます・・・・・・
国、行政、保証協会、民間金融機関と様々な特別融資が用意されてはおりますが、どれも
外部からの調達は、自分たちのコントロール下にはありません。
誰かの決済が必要なもの、融資実行までの日数がコントロールできないものは、どこまで行っても
不確実なものであり企業継続の為の血液であるお金を流す、確保するためにはリスクがあります。
このような状況で必要なのは結局はスピードかと思います。

当法人では、現況把握から始まり、各支援制度への対応可否、計画書及び申請書作成支援、
金融機関交渉までシームレスなご支援を提供させて頂いておりますので、是非当法人まで
お気軽にご相談下さい。



日本政策金融公庫が、新型コロナウイルス感染症による影響を受け業況が悪化した事業者
（事業性のあるフリーランスを含む）に対し、融資枠別枠の制度を創設。
信用力や担保に依らず一律金利をとし、融資後の3年間まで0.9%の金利引き下げを実施。 
【 融 資 対 象 】 ① 最近１ヶ月の売上高が前年又は前々年の同期と比較して5%以上減少した方
 ② 業歴3ヶ月以上1年1ヶ月未満の場合等の場合は、
 　最近1ヶ月の売上高が次のいずれかと比較して5%以上減少している方
  ・ 過去3ヶ月（最近1ヶ月を含む）の平均売上高
  ・ 令和元年12月の売上高
  ・ 令和元年10月～12月の売上高平均額
   【 資 金 使 途 】① 運転資金   ② 設備資金　【担保】無担保

【 貸 付 期 間 】設備20年以内　運転15年以内（うち据置5年以内）

【融資限度額（別枠）】   中小企業 3億円、 国民事業6,000万円

【 金 利 】当初3年間　基準金利▲0.9%、4年目以降基準金利
  中小企業 1.11%→0.21%、 国民事業1.36%→0.46%（利下げ限度額：中小企業1億円、国民事業3,000万円）

（利下げ限度額：中小企業1億円、国民事業3,000万円）

特別利子補給制度
日本政策金融公庫の「新型コロナウイルス感染症特別貸付」により貸付を行った中小企業者等のうち、
特に影響の大きい事業性のあるフリーランスを含む個人事業主、また売上高が急減した事業者などに
対して、利子補給を行うことで資金繰り支援を実施。
【 適 用 対 象 】 「新型コロナウイルス感染症特別貸付」により借入を行った中小企業者のうち、以下の要件を満たす方

 ① 個人事業主（事業性のあるフリーランス含み、小規模に限る）：要件なし
 ② 小規模事業者（法人事業者）： 売上高▲15%減少
 ③ 中小企業者（上記 ① ② を除く事業者）： 売上高▲20%減少
    ※小規模要件 
  ・ 製造業、建設業、運輸業、その他業種は従業員20名以下
　   ・ 卸売業、小売業、サービス業は、従業員5名以
　【 資 金 使 途 】①運転資金　②設備資金　

【 担 保 】無担保

【 貸 付 期 間 】設備20年以内　運転15年以内（うち据置5年以内）

【融資限度額（別枠）】   中小企業3億円、国民事業6,000万円

【 金 利 】当初3年間　基準金利▲0.9%、4年目以降基準金利
  中小企業1.11%→0.21%、国民事業1.36%→0.46%

〒105-0004 東京都港区新橋2-13-8 新橋東和ビル4F

TEL：03-6457-9027  E-mail:info@number-1zh.jp
https://www.number-1zh.jp/

中小企業庁経営革新等
支援機関

↓↓↓ 詳しい内容のお問い合わせはこちらまで ↓↓↓

新型コロナウイルス感染症特別貸付

無利子・無担保融資


